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      平成 20 年 6 月 9日 

各 位 

会 社 名  株 式 会 社 さ く ら パ ー ト ナ ー

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 太 田  勝 久

コード番号  ８ ５ １ ４ （ 札 幌 証 券 取 引 所 ）

問 合 せ 先  企 画 部 部 長  高谷 則章

Ｔ Ｅ Ｌ  ０ １ １ － ６ ２ ２ － １ ５ １ ５

 

 
（追加）「平成 20 年３月期決算短信（非連結）」の一部追加に関するお知らせ 

平成 20 年 5 月 15 日に開示いたしました「平成 20 年３月期決算短信（非連結）」について、下記のと

おり、注記事項を追加で開示いたします。 
 
 

記 
 
 
１．追加箇所 

 29 ページ 
（７）個別財務諸表に関する注記事項 
（株主資本等変動計算書関係） 

   当事業年度（自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 
   ｢３ 新株予約権等に関する事項｣を追加 
 
 
 

以上 

Ｎｅｗｓ Ｒｅｌｅａｓｅ 
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（訂正前） 

 

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 547,380 200 ― 547,580
 
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    200 株 

 

当事業年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 9,714,000 ─ ─ 9,714,000
 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 547,580 200 ─ 547,780
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     200 株 

 

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 普通株式 36,665 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
    該当事項はありません。 
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（訂正後） 

 

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 547,380 200 ― 547,580
 
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加    200 株 

 

当事業年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 9,714,000 ─ ─ 9,714,000
 
 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 547,580 200 ─ 547,780
 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加     200 株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数（株） 

内 訳 
目的となる

株式の種類
前事業 

年度末 
増加 減少 

当事業 

年度末 

当事業年 

度末残高 

（千円） 

平成 17 年６月 29 日開催の 

第 46 期定時株主総会決議分 
普通株式 300,000 ─ 10,000 290,000 ─

合 計 300,000 ─ 10,000 290,000 ─

(注) 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 36,665 4.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
    該当事項はありません。 

 

 

 


